（消費税廃止各界連）2025年8月宣伝スポット（参考例）

◇ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。こんにちは。私たちは消費税廃止各界連絡会です。くらしや営業、地域経済を守るため、消費税の減税とインボイス制度の廃止を全国で訴えています。
◇7月20日に投開票された参議院選挙では、消費税減税・廃止を公約に掲げた政党が、減税に反対した自民・公明両党の得票数の2・1倍を獲得し、議席数でも1・5倍となりました。今回の選挙結果は、国民がはっきりと「消費税減税でくらしを守れ」という意思を示したものです。選挙後に行われた世論調査でも、物価高騰対策として「消費税減税を重視する」と答えた人が49％で、「現金給付」の16％を大きく上回りました。別の調査でも「すべての税率を5％に下げる」「食料品ゼロ％」「消費税廃止」など、合計75・1％が消費税の減税・廃止を求めています。

◇日本銀行（日銀）が6月に行った「生活意識に関するアンケート」では、暮らし向きについて「ゆとりがなくなってきた」と答えた人が6割を超え、景況感についても7割以上が「悪くなった」と回答しました。米の価格はこの1年で倍近くに跳ね上がり、電気・ガス・食料品など生活に欠かせないあらゆるものが値上げされています。賃金や年金は物価上昇に追い付かず、多くの家庭で生活のやりくりが限界に来ています。

◇中小業者も苦境にあります。帝国データバンクによると、2025年上半期の倒産件数は5003件と、12年ぶりに5,000件を超えました。そのうち負債額5,000万円未満の小規模倒産が63・2％を占めています。燃料や資材の高騰、販売不振が重なり、地域の商店や事業所が次々と廃業に追い込まれています。

◇さらに追い打ちをかけているのがインボイス制度です。登録後、初めて1年分の消費税納付を行った今年の確定申告では、「税額が4倍になった」「払えない」という声が各地から上がりました。ストップ！インボイスの1万人アンケートでは、登録事業者の90・8％が強い負担を感じ、97・3％が制度に反対と回答。2026年10月に予定されている「2割特例」廃止や「8割控除」の縮小・廃止によって、免税事業者は取引排除や値引き圧力の危機にさらされます。見通しが悪く廃業や転職を視野に入れている人は64・9％にも上ります。

◇世界では消費税減税が広がっています。マレーシアでは政権交代からわずか1カ月で消費税を廃止しました、景気が上向き、法人税や所得税の増収で財源を確保しています。ベトナムは2022年から付加価値税を10％から8％に引き下げ、2026年末まで継続することを決定しています。中国では2024年末から209品目の輸出製品に対する付加価値税還付を中止しました。

◇日本では、消費税が段階的に引き上げられてきた一方で、大企業の法人税は年間11兆円も減税され、富裕層の主な収入源である金融所得の税率も低く据え置かれています。輸出大企業は導入以来36年間、消費税を1円も納めずに還付を受け続けています。このゆがんだ税制を正し、応分の負担を求めれば、消費税に頼らずとも財源は確保できます。

◇私たちは「消費税をただちに5％へ減税し、インボイス制度を廃止する」ための統一署名を全国で集めています。現在、衆議院と参議院あわせて6会派57人の国会議員が紹介議員になっています。来年度の税制改正大綱に必ず消費税緊急減税とインボイス廃止を盛り込み、来年から実施させましょう。

◇みなさんの一筆が政治を動かします。署名へのご協力を心からお願いします。ありがとうございました。
